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（下水道資料 1 表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自己資本＝資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益、総資本＝資本＋負債、未収金は貸倒引当金を控除する前の額

6.固定資産構成比率 総資産に対する固定資産の割合を示す。比率は低い方が柔軟な経営が可能となる。

66.0%7.流動比率
流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力をあらわす。100%以上が
望ましい。

8.現金比率
現金預金の流動負債に対する割合。現金預金による即時払い能力を見るもの。20％以上が
望ましい。

30.0%

1.896回

90.8%

97.3%

10.未収金回転率
未収金に対する営業収益の割合をあらわし、指数は高いほど未収期間が短く、早く回収さ
れる。

54.4%9.自己資本構成比率 総資本に占める自己資本の割合を示し、比率が高いほど企業経営が健全である。

5.元金対償却比率 企業債元金償還金の当年度減価償却に対する割合。100%を超えないことが望ましい。

経営分析表

△ 0.4%

95.7%

93.5%

59.7%

3.経常収支比率
料金収入や一般会計からの繰入金などの収益で、維持管理費や支払利息などの費用をどの
程度賄えているかを表す指標。100%以上で黒字となり、高いほど良い。

1.総資本利益率
投下した総資本に対して当年度における純利益がどれだけ生じたかを示したもの。高いほ
ど収益性が高い。

2.総収支比率 総費用に対する総収益の割合で、指数は高いほど良い。

4.営業収支比率 営業費用が営業収益によってどの程度賄われているか示すもので、指数は高いほど良い。

30年度経営指標 内容
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29年度 28年度

当年度経常利益 △ 105,740,382

(期首総資本＋期末総資本)÷2 (25,840,538,016+25,771,120,380)÷2

総収益 1,564,464,478

総費用 1,634,364,756

経常収益 1,528,624,374

経常費用 1,634,364,756

営業収益-受託工事収益 861,673,442-0

営業費用-受託工事費用 1,443,063,941-0

企業債元金償還金 686,279,988

当年度減価償却費 756,187,455

固定資産 25,081,399,195

固定資産＋流動資産＋繰延資産 25,081,399,195+689,720,843+0

流動資産 689,720,843

流動負債 1,044,807,286

現金預金 313,373,551

流動負債 1,044,807,286

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 3,103,657,378+400,517,968+0+10,525,408,039

負債資本合計 25,771,120,038

営業収益-受託工事収益 861,673,442-0

(期首未収金＋期末未収金)÷2 (506,814,500+402,123,955)÷2

年度比較

×100 ×100 1.0% －

算式 計算値

－

×100 ×100 93.1% －

×100 ×100 60.9% －

×100 ×100 115.1% －

×100 ×100 128.6%

×100 ×100 76.8% －

×100 ×100 97.0% －

×100 ×100 54.3% －

×100 ×100 31.8% －

2.680回 －
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（下水道資料 2 表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円)

30 年 度 29 年 度

1 下水道事業収益 1,559,948,478 2,196,683,247

1 営業収益 861,673,442 857,270,985

1 下水道使用料 840,175,383 836,573,692

2 受託工事収益 0 0

3 他会計負担金 19,111,469 16,206,373

4 その他営業収益 2,386,590 4,490,920

2 営業外収益 662,434,932 1,012,697,584

1
受取利息及び
配当金

107 7,568

2 他会計補助金 0 0

3 他会計負担金 296,111,255 636,436,165

4 国県補助金 0 0

5 長期前受金戻入 345,717,495 340,756,123

6 資本費繰入収益 0 0

7 引当金戻入益 0 0

8
消費税及び地方
消費税還付金

0 0

9 雑収益 20,606,075 35,497,728

3 特別利益 35,840,104 326,714,678

1 固定資産売却益 0 0

2 過年度損益修正益 0 0

3 その他特別利益 35,840,104 326,714,678

101 下水道事業収益 4,516,000 0

（繰越）
2 営業外収益 4,516,000 0

4 国県補助金 4,516,000 0

款 項 目

金　　　　　額

収益費用明細書
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(単位：円)

　　　　　　　　区　分
30 年 度 29 年 度

2 下水道事 1,626,000,867 1,708,658,933

業費用 1 営業費用 1,434,700,052 1,407,930,895

1 管渠費 1 報 酬 0 0

2 業務費 2 給 料 23,819,820 28,944,300

3 総係費 3 手 当 11,345,822 12,380,607

4 流域下水 4 法 定 福 利 費 6,634,512 7,899,675

道維持管 5 退 職 給 付 費 0 0

理負担金 6 賃 金 0 0

7 報 償 費 0 0

8 旅 費 14,539 12,486

9 備 消 品 費 160,924 107,635

10 燃 料 費 0 0

11 食 糧 費 0 0

12 印 刷 製 本 費 590,400 163,612

13 光 熱 水 費 0 0

14 修 繕 費 13,191,866 13,129,321

15 被 服 費 0 0

16 通 信 運 搬 費 1,582,822 2,977,933

17 手 数 料 532,557 1,114,683

18 保 険 料 164,474 163,982

19 委 託 料 17,481,411 15,545,295

20 使用料及び賃借料 193,562 183,735

21 工 事 請 負 費 3,070,000 789,000

22 路 面 復 旧 費 0 0

23 動 力 費 4,451,366 4,250,301

24 材 料 費 0 0

25 負 担 金 584,362,791 570,247,922

26 補 助 金 0 0

27 補 償 費 0 1,957,478

28 公 課 費 0 0

29 交 際 費 0 0

30 広 告 料 0 0

31 賞与引当金繰入額 2,823,936 4,442,000

32 修繕引当金繰入額 0 0

33 特別修繕引当金繰入額 0 0

34 貸倒引当金繰入額 8,091,795 1,811,448

35 その他引当金繰入額 0 0

5 減価償却 1 有形固定資産減価償却費 632,054,490 619,488,968

費 2 無形固定資産減価償却費 124,132,965 122,320,514

6 資産減耗費 1 固定資産除却費 0 0

7 その他営 1 材料売却原価 0 0

業費用 2 雑支出 0 0

2 営業外費 191,300,815 217,415,095

用 1 支払利息 1 企業債利息 188,746,667 199,007,728

2 長期借入金利息 0 0

3 一時借入金利息 0 0

2 消費税及び地方消費税 1 消費税及び地方消費税 0 0

3 雑支出 1 不用品売却原価 0 0

2 雑支出 2,554,148 18,407,367

3 特別損失 0 83,312,943

1 固定資産売却損 1 固定資産売却損 0 0

2 減損損失 1 減損損失 0 0

3 災害損失 1 災害による損失 0 0

4 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 0 0

5 その他特別損失 1 その他特別損失 0 83,312,943

4 予備費 1 予備費 1 予備費 0 0

102 下水道事 8,363,889 0

業費用 1 営業費用 8,363,889 0

（繰越） 1 管渠費 19 委 託 料 8,363,889 0

金　　　　　　額
　節　別

款 目項


